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学術研究船白鳳丸・淡青丸の共同利用による運航体制について

東京大学海洋研究所 小池勲夫

昭和37年に東京大学に設置された海洋研究所は、全国の海洋研究者の共同利
用に供するために、昭和38年に淡青丸（257トン）、昭和42年に白鳳丸（3200ト
ン）を建造し、それぞれ年間150－200日の研究航海をはじめた。淡青丸は主に
沿岸域での研究、白鳳丸は太平洋・インド洋を含む長期の外洋域の研究航海に
用いられた。その後、昭和57年に淡青丸が代船（470トン）になり、白鳳丸代船
（3987トン）も平成元年に竣工した。

東京大学海洋研究所で全国共同利用の施設として運航されていた研究船白鳳
丸・淡青丸は平成16年度から海洋研究開発機構に乗組員とともに移管され、海
洋研究所と機構との共同での新しい運航体制のもとで、年間約300日の研究航
海を目指すことになった。

この資料では、大学共同利用、学術研究船の運航に伴う海洋研究所の役割、こ
れまでの大学共同利用としての研究船運航の実績、平成16年度の移管後の共
同利用の詳細、大学共同利用としての研究船運航の特色などを取りまとめた。
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わが国における学術研究・教育の場である大学機関としての共同利用研究所

・大学附置の共同利用研究所という研究形態は、昭和28 年（1953年）、日本
学術会議の決議等に基づき、東京大学宇宙線観測所（現在の宇宙線研究
所）及び京都大学・基礎物理学研究所が設置されたことにより始まる。海
洋研究所は同じく日本学術会議の決議でその設立が要望され、昭和37年に
海洋の学術的基礎研究を行う共同利用研究所として東京大学に設置されて
いる。

・共同利用研究所及び全国共同利用施設では、
1）大型設備や卓越した実験設備を持つ実験室の共同利用、 ２）貴重な資料の
収集と閲覧や貴重な試料の収集と貸与、３）国際的な共同観測や広い分野の研
究者がある期間同一場所で同じ課題について研究するための研究環境の共同
利用、など各学問分野で特徴的な共同利用を行い、その分野における優れた研
究者集団を有することで国内あるいは国際的な研究拠点としての役割を果たして
いる。

・大学附置の共同利用研究所・センターは、全国規模で各分野を専攻する大学院生
が最先端の研究活動の現場で教育を受けること、また研究交流の場に学生を参
画することによって、大学院教育の質的な強化の役割を果たし、若手研究者の育
成に大きな役割を果している。
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大学附置共同利用研究所・研究センターの運営方法

• 全国的な公募を通じて、施設・設備の利用、研究集会等の共同利用の研究者を
受け入れる。現在では海外の研究者も受け入れている場合が多い。

• このための経費は法人化前は、共同利用研究経費として文科省が措置しており、
法人化後も特別教育研究経費の1部としてとして文科省が措置している。

• 共同利用研究所・研究センターとしての認定は現在は文科省におかれた科学技
術・学術審議会におかれた学術分科会学術研究推進部会で審査を行う。

• 共同利用研究所はその研究分野のコミュニティーの意見がその運営に反映され
ることが必要とされ、全国の関連研究者からなる協議会や共同利用運営委員会
等が設けられ、教員人事にも外部委員が入ることが多い。

・ 共同利用研究所・研究センターは各研究分野のわが国における中心的な研究拠
点であることが要請されており、その分野を推進するための研究計画の立案・実
施、研究成果のシンポジウム等による発表などが行われている。
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東京大学海洋研究所における３つの共同利用

• １）学術研究船（白鳳丸、淡青丸）の共同利用：

単独あるいは研究グループでの利用申し込みを受けて、審査した後、採
択された研究課題による研究航海の組織（観測機器の貸し出し、船上で
の技術支援、旅費支給など）およびその成果の取りまとめに中心的役割
を果たす。

• ２）中野キャンパスにおける共同研究員および研究集会：

単独あるいは研究グループでの利用申し込みを受けて、審査した後、採
択された研究課題による所内の設備の利用や研究集会に対する支援
（旅費支給を含む）。世話分野が設定され上記の実務を事務と分担して
行う。

• ３）国際沿岸海洋研究センターの共同利用ー研究施設および研究集会：

単独あるいは研究グループでの利用申し込みを受けて、審査した後、採
択された研究課題を岩手の臨海施設における施設（観測艇を含む）の利
用によって行う。さらに年数回の現地でのシンポジウム・ワークショップの
開催の支援。
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16年度からの研究船白鳳丸・淡青丸の共同利用運航に関する業務の分担

東京大学と文部科学省は白鳳丸・淡青丸の機構への移管に伴う業務の分担に
関して、研究船の運航計画においては海洋科学における全国の共同利用研究
所である海洋研究所が全国の大学などの海洋研究者の意見を集約して運航計
画を策定し、それを機構は尊重して運航の責任にあたる。また、移管にあたって
は両船の運航日数を３００日位まで拡大し、研究支援に関しても最大限配慮する
こと、さらに船齢が20年を超える淡青丸に関しては文部科学省が責任を持って
代船建造にあたることも合意された。

このような合意を受けて海洋研究所では、共同利用研究所として従来あった、外
部の委員と所内の委員で構成される共同利用運営委員会を廃止して、新たに研
究船の運営のための研究船共同利用運営委員会を設置し、ここで全国の海洋
研究者の意思を反映した研究計画にもとずく研究船の運航計画を策定すること
になった。白鳳丸では3ヵ年計画とそれにもとずく各年の具体的な運航計画、淡
青丸に関しては各年の具体的な研究・運航計画をここで策定する。さらに船上で
の研究支援を含む研究航海の実務を行うため新たに観測研究企画室を設置し、
共同利用の事務的な面を支援する事務部とともに共同利用による研究船運航
全体を支援する体制を作った。
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運航部会

船舶部会

観測部会

研究船共同利用
運営委員会

研究船淡青丸及び研究船白鳳丸の共同利用に
関する事項を審議する。研究船に関する重要
事項について、関連諸機関に対し、意見及び
要望等の提言を行う。委員長 海洋研究所・所長

○共同利用申し込みの審査、採否案の作成
○年間・個別運航計画案の作成
○研究船及び研究・観測のあり方に関する長期計画

●研究船に設置された機器類、諸設備の性能、使用
状況、管理状況の検討
●機器類、諸設備の保守・更新、新規導入要望のまとめ

○観測機器類の性能、使用状況、管理状態の検討
○保守・更新及び新規導入に関する要望の取りまとめ
○研究成果の取りまとめ及び公表に関すること

委員構成：学術会議海洋科学研究連絡委員会推薦所外者６
海洋研究所（教授又は助教授）３
海洋研究開発機構の推薦者２

部会委員構成：
運営委員会推薦者、海洋研究所教員、開発機構の推薦者
その他海洋研究所所長が必要と認めた者
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管理班

　   

所長

室長

管理班 企画班 技術班

研究船共同利用
運営委員会

海洋研研究者技術者

事務部
担当係

独立行政法人

海洋研究開発機構

学術研究船
運航部

白鳳丸

淡青丸

全国研究者

総括

情報管理
発信

総合的企画
窓口

技術・洋上支援
機器管理

観測研究企画室

学術研究船

観測支援員の派遣
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東京大学海洋研究所における研究船の共同利用に関する業務の流れ

＜研究船共同利用運営委員会が決定する運航計画＞
・ 長期運航計画＝白鳳丸の３カ年運航計画
・ 年間運航計画＝白鳳丸、淡青丸の各年度計画
・ 個別運航計画＝白鳳丸、淡青丸の各研究航海の運航計画

（研究題目、研究内容、航海期間、出入港及び時間、海域、研究主席、
乗船予定者の決定）

＜海洋研と海洋研究開発機構が策定する航海実施計画＞
・ 航海実施計画＝海洋研が決定した個別運航計画に従って策定する個々の航海の
実施計画 （航海打ち合わせで協議した航海の実施に必要な具体的な時間割、観
測、 内容と取得予定データ、人の配置などの詳細。）

白鳳丸では外航や国際共同研究などとの調整があるため、3ヵ年の運航計画を予め
策定する。そのため、白鳳丸長期計画シンポジウムを3年1回開催している。今年の
11月にも予定され、2007－2009年の3ヵ年計画をそこで議論する。一方、淡青丸は
各年ベースで公募が行われ、外部および海洋研からそれぞれ半数の各分野の専門
研究者で構成される運航部会の下部組織で申請書が審査され、評点順に優先順位
を決めていく。申請書の評価方法は白鳳丸でも同様である。
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淡青丸における共同利用の流れと日程

1.  研究船淡青丸共同利用公募要領案の作成（運航部会） （6，7月）
2.  同要領案の決定（運営委員会）と同要領案の承認（海洋研教授会） （7月）
3.  公募（海洋研所長）と公募通知（海洋研事務部）
4.  応募（研究者）の締め切りとそのとりまとめ 9月15日（2005年の例）
5.  応募計画の採否案と年間運航計画案の作成と決定（運航部会と運営委員会）
6.  応募計画の採否案と年間運航計画案の承認（海洋研教授会） （11月）
7.  年間運行計画の機構への報告（海洋研所長）
8.  応募計画の採否と年間運行計画の応募者への通知（海洋研所長）
9. 個別運航計画案の作成（運航部会、研究主席、観測企画室、船長、海洋研事
務部、機構運航部）

10.個別運航計画案の承認（海洋研教授会）
11.個別運航計画の機構への報告（海洋研所長）
12.個別運航計画に基づく航海実施計画の作成（機構運航部、船長、海洋研事務
部、観測 企画室、研究主任、） （航海の半年前位から）

13.航海実施計画に基づく研究に関わる諸手続き（海洋研事務部）、研究船運航に
関わる諸手続き（機構運航部）

14.研究航海実施
15.教授会への実施報告（研究主席、観測企画室）
16.研究成果の取りまとめと公表（観測部会）
17.研究航海報告書の提出（研究主席）
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二代淡青丸（１９８３－）

主に沿岸域での海洋研究（1航海が－
12日位に従事（研究者11名）
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二代白鳳丸（１９８９－）

長期（20－90日位の外洋での研究航海に従事
（乗船研究者は最大34名）
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二代白鳳丸研究航海航跡

新船(1989-2003)

白鳳丸は世界の海洋を研究海域としている。

新船： 1989-現在
62航海、2,997日
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二代淡青丸研究航海航跡

二代(1992-2003)

淡青丸は主に日本近海域で
の研究活動に従事している。

初代： 1963-1982
394航海、3,067日

二代： 1982-現在
423航海、3,666日
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平成16年度航海実績
白鳳丸

4航海（研究日数285日） 淡青丸
31航海（研究日数232日）

KT-04-3～KT-04-28
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白鳳丸 分野別採択比

平成６－１５年度

年平均採択件数 ２２件
採択率68％
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17%

その他
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その他
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19%

平成16年
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淡青丸 分野別採択比

平成１６年度

年平均採択件数 46件
採択率94％

平成５－１５年度

年平均採択件数 63件
採択率81％
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平成16年度における淡青丸・白鳳丸の職種別の乗船者数とその割合

10049.48.324.010.28.1全体に占める割合(%)

9935559491023982150238815010146880252
合計延べ

人数

954304541226225110223600他の機関

5301518169221383933261海洋研内航白鳳丸

324012421908288453821165625911他の機関

32951101431444791885229209832411海洋研外航白鳳丸

117517037053579358512393515122他の機関

741110284427915251368510427海洋研内航淡青丸

延べ
日数

人
数

延べ
日数

人
数

延べ
日数

人
数

延べ
日数

人
数

延べ
日数

人
数

延べ
日数

人
数

計学生
技術職員
相当

助手 相当助教授 相当教授 相当
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平成16年度における白鳳丸・淡青丸の機関別乗船者数

318合計

30観測技術員1大阪府立大

1三重大

7民間業者1広島大

3民間研究所1弘前大210合計 ２１０

1新潟大10観測技術員1静岡県立大

2外務省1筑波大1滋賀県立大

1静岡大1ジャーナリスト2近畿大学

4海外研究者1神戸大11民間業者1三重大

2千葉大1民間研究所1愛媛大

13博物館・水族館2京都大2富山大

6(独）産業技術総合研究所3東北大5海外研究者2高知大

6(独）科学技術振興機構3岡山大2金沢大

15(独）海洋研究開発機構4愛媛大1(独）産業技術総合研究所3広島大

5高知大2(財）電力中央研究所4九州大

1早稲田大7九州大3(独)海洋研究開発機構5名古屋大

1日本大7海洋大5(独）放射線医学総合研究所7海洋大

1専修大14北大8東北大

1国際基督教大15名古屋大5日本大9京都大

2盛岡大16金沢大7東海大16北大

2東京慈恵医大27東大15東大

2四国大学109海洋研1東京都立大79海洋研

乗船者数機関乗船者数機関

淡青丸白鳳丸
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白鳳丸、淡青丸を用いた研究航海での業績
（1969-2002)

・ これまで淡青丸・白鳳丸を使って2500篇あまりの学術論文が出版されているが、
これに加えて特記されるべきは多くの大学の大学院学生によって修士論文や博
士論文が白鳳丸・淡青丸での研究航海を基にして受理されていることである。こ
れまで博士論文は200篇近くにもなり、最近5年間でも海洋研究所所属の学生で
博士論文の提出者は約70名にものぼっている。

• 研究船を利用して学位論文を提出した大学・研究機関一覧

• 北海道大学理学研究科、北海道大学水産科学研究科、北海道大学地球環境科学研究科、
東北大学大学院理学研究科、東北大学大学院農学研究科、石巻専修大学理工学部、筑
波大学環境科学研究科、千葉大学自然科学研究科、東京理科大学理学研究科、東京大
学理学系研究科、東京大学農学生命科学研究科、東京大学新領域創生科学研究科、東
京工業大学理工学部大学院、東海大学海洋学研究科、静岡大学理学部、名古屋大学理
学研究科、三重大学生物資源学部、金沢大学理学系研究科、金沢大学自然科学研究科、
京都大学農学系研究科、近畿大学農学部、広島大学生物圏科学研究科、高知大学農学
研究科、長崎大学大学院生産科学研究科、九州大学理学研究科、九州大学農学研究科、
熊本大学理学部、鹿児島大学水産学研究科、鹿児島大学工学研究科、琉球大学理工学
研究科、国立極地研究所、気象庁気象研究所、独立行政法人水産総合研究センター、

• （22大学、30研究科、3研究機関）
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